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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第22期中については、１株当たり中間純損失であるため、その

他の期については希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,429,310 1,356,285 1,159,374 2,768,004 2,633,835

経常利益(△損失) (千円) 96,109 76,914 △13,930 182,376 120,887

中間(当期)純利益 
(△損失) 

(千円) 51,290 50,116 △359,802 108,087 60,777

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,586,500 1,586,500 1,586,500 1,586,500 1,586,500

発行済株式総数 (株) 8,257,600 8,257,600 8,257,600 8,257,600 8,257,600

純資産額 (千円) 3,720,540 3,827,312 3,479,477 3,777,454 3,840,576

総資産額 (千円) 6,044,716 5,826,786 5,485,029 5,799,104 5,826,007

１株当たり純資産額 (円) 450.58 463.51 421.39 457.47 465.12

１株当たり中間 
(当期)純利益(△損失) 

(円) 6.21 6.07 △43.57 13.09 7.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.5 65.7 63.4 65.1 65.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △30,775 141,315 169,901 △189,539 93,239

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △50,500 △4,407 △22,938 △22,291 △42,039

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 2,000 △3,780 ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,480,811 1,483,385 1,546,640 1,346,476 1,397,677

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
189 
(18)

179
(16)

177
(11)

185 
(13)

179
(15)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

従業員数(名) 177(11) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に個人消費も底堅い動きが続くなど景気は全体として緩

やかな回復過程をたどりました。しかしながら、建設業界では引き続き公共建設投資の削減傾向が続いており、ま

た、価格競争の激化により工事採算性が低下するなど厳しい環境が続いております。 

このような状況のもと、当社は、従来より力を注いでまいりました全国の販売店網との関係の強化を背景に、建

設業界に対して懸命の営業活動を展開いたしました。また、新製品の市場開拓の活動においても将来につながる顕

著な前進をはかることができました。しかしながら結果として、前期末にインターネットプロバイダー事業を営業

譲渡したことによる影響も含め、売上高は前年同期比14.5％減の1,159百万円となりました。 

経常利益は、前期末の営業譲渡の効果を含め経費効率の一定の改善がありましたが、売上の進捗の遅れを吸収す

るに至らず、△13百万円（前年同期76百万円）となりました。 

中間純利益につきましては、上記並びに、財務の健全性の観点から繰延税金資産を取り崩したことにより△359百

万円（前年同期50百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物は1,546百万円と、当期首と比べて148百万円の増加となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税引前中間純損失10百万円ではありましたが、売上債権の

減少額119百万円、長期前受収益の増加額118百万円などにより、169百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、事業譲渡による収入51百万円がございましたが、有形固定

資産、無形固定資産の取得による支出に加えて、定期預金への預け入れを増額した結果、22百万円の減少となりま

した。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、従業員向け貸付金制度の制定に伴う、借入れがございました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売金額によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社は受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、経営理念に基づき「お客様の求めるものを最高の形で提供すること」を基本方針として、

お客様に信頼される製品・サービスを提供すべく研究を重ねております。 

主な内容は、工程管理システムで、当中間会計期間の研究開発費の総額は19百万円であります。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

業務用アプリケーション事業 1,159,374 △7.6 

合計 1,159,374 △7.6 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

業務用アプリケーション事業 1,159,374 △7.6 

ネットワークサービス事業 ─ △100.0 

合計 1,159,374 △14.5 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を発行しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,257,600 8,257,600
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 8,257,600 8,257,600 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成13年６月28日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 534 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年７月１日～
平成18年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 534
資本組入額 267

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入その他一
切の処分は認めない。 

同左 



(注) (1) 対象者は、本件新株引受権の行使時において、当社又は当社の100％子会社の取締役、監査役又は使用人であることを要

する。 

(2) 本件新株引受権の譲渡・質入その他一切の処分は認められないものとする。 

(3) 対象者の相続人による本件新株引受権の行使は認められないものとする。 

(4) 対象者は、下記の(5)で定める制限に抵触する場合を除き、一度の手続きにおいて付与を受けた本件新株引受権の全部ま

たは一部(当社の１単位の株式数またはその整数倍に限る。)を行使することが出来る。 

(5) 対象者は新株引受権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間(１月１日から12月31日まで)金1,000万円

(または、行使時において租税特別措置法上定められた制限)を超えないように、本件新株引受権を行使しなければならな

い。 

(6) 当社が他社の完全子会社となる為に株式交換を行う場合または株式移転を行う場合、株式交換の日または移転の日に先立

ち、取締役会決議に基づき、新株引受権の行使を合理的に制限し、かつ、対象者が行使していない新株引受権を失効させ

ることが出来るものとする。 

  



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ─ 8,257,600 ─ 1,586,500 ─ 2,025,495

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

津 田 能 成 三重県津市半田1113―２ 2,979 36.07

有限会社トゥルース 三重県津市半田1113―２ 1,120 13.56

津 田 由美子 三重県津市半田1113―２ 299 3.62

大 山 堅 司 
東京都目黒区八雲２丁目21―２
朝日エンブレム八雲台421 

292 3.53

舘   寿 次 三重県亀山市関町会下1360―46 286 3.46

ビーイング従業員持株会 三重県津市桜橋１―312 215 2.60

株式会社三重銀行 三重県四日市市西新地７―８ 132 1.59

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 108 1.30

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21―27 90 1.08

第一生命保険相互会社 
東京都中央区晴海１丁目８―12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

90 1.08

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６―６ 90 1.08

計 ― 5,701 69.04



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己株式400株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,256,000 
8,256

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 普通株式 1,600 ― 同上 

発行済株式総数 8,257,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,256 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 ─ ─ ─ ─ ─ 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 550 555 436 420 418 406

最低(円) 315 335 354 382 380 320



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について中央青山監査法人の中間監

査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２  1,583,385 1,699,640   1,497,677 

２ 受取手形    16,717 13,590   11,976 

３ 売掛金    338,794 357,367   478,665 

４ 有価証券    2,590,921 2,589,655   2,591,185 

５ たな卸資産    10,759 8,947   9,958 

６ 従業員短期貸付金    ─ 243   ─ 

７ その他    116,388 18,687   160,034 

８ 貸倒引当金    △2,500 △1,500   △3,000 

流動資産合計    4,654,466 79.9 4,686,633 85.4   4,746,497 81.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物    189,882 177,124   182,482 

(2) 器具備品    119,817 70,028   70,422 

(3) その他    201,917 200,778   202,250 

有形固定資産合計    511,617 8.8 447,932 8.2   455,155 7.8

２ 無形固定資産    123,064 2.1 50,993 0.9   73,472 1.3

３ 投資その他の資産          

(1) 繰延税金資産    248,403 ─   251,185 

(2) 従業員貸付金    ─ 756   ─ 

(3) その他    364,420 347,143   348,126 

(4) 貸倒引当金    △75,185 △48,428   △48,428 

投資その他の資産 
合計    537,637 9.2 299,470 5.5   550,883 9.5

固定資産合計    1,172,319 20.1 798,396 14.6   1,079,510 18.5

資産合計    5,826,786 100.0 5,485,029 100.0   5,826,007 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    19,036 13,930   32,094 

２ 短期借入金 ※２  ― 3,000   ― 

３ 前受収益    750,105 628,645   657,816 

４ 賞与引当金    105,593 104,156   100,372 

５ その他引当金    ─ 2,436   ─ 

６ その他    124,784 89,009   153,959 

流動負債合計    999,519 17.1 841,177 15.4   944,243 16.2

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債    ─ 1,822   ─ 

２ 退職給付引当金    121,398 140,354   127,940 

３ 役員退職慰労引当金    243,981 231,401   240,654 

４ 長期前受収益    631,278 787,501   669,297 

５ その他    3,296 3,296   3,296 

固定負債合計    999,954 17.2 1,164,375 21.2   1,041,187 17.9

負債合計    1,999,473 34.3 2,005,552 36.6   1,985,431 34.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,586,500 27.2 1,586,500 28.9   1,586,500 27.2

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    2,025,495 2,025,495   2,025,495 

資本剰余金合計    2,025,495 34.8 2,025,495 36.9   2,025,495 34.8

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    21,378 21,378   21,378 

２ 中間(当期)未処分 
  利益(△未処理損失)    195,904 △153,237   206,565 

利益剰余金合計    217,283 3.7 △131,858 △2.4   227,944 3.9

Ⅳ その他 
  有価証券評価差額金    △209 △0.0 1,097 0.0   2,393 0.0

Ⅴ 自己株式    △1,757 △0.0 △1,757 △0.0   △1,757 △0.0

資本合計    3,827,312 65.7 3,479,477 63.4   3,840,576 65.9

負債及び資本合計    5,826,786 100.0 5,485,029 100.0   5,826,007 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,356,285 100.0 1,159,374 100.0   2,633,835 100.0

Ⅱ 売上原価    355,076 26.2 307,188 26.5   749,477 28.5

売上総利益    1,001,208 73.8 852,185 73.5   1,884,358 71.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    926,742 68.3 868,836 74.9   1,773,886 67.3

営業利益(△損失)    74,466 5.5 △16,651 △1.4   110,471 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,723 0.2 2,723 0.2   10,694 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  275 0.0 3 0.0   278 0.0

経常利益(△損失)    76,914 5.7 △13,930 △1.2   120,887 4.6

Ⅵ 特別利益 ※３  534 0.0 4,880 0.4   ─ 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  9,440 0.7 1,301 0.1   41,169 1.6

税引前中間(当期) 
純利益(△損失)    68,008 5.0 △10,352 △0.9   79,718 3.0

法人税、住民税 
及び事業税   20,853   6,892 29,000   

法人税等調整額   △2,960 17,892 1.3 342,558 349,450 30.1 △10,058 18,941 0.7

中間(当期)純利益 
(△損失)    50,116 3.7 △359,802 △31.0   60,777 2.3

前期繰越利益    145,788 206,565   145,788 

中間(当期)未処分利益 
(△未処理損失)    195,904 △153,237   206,565 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益 
  (△損失) 

 68,008 △10,352 79,718

２ 減価償却費  75,877 52,801 149,532

３ 貸倒引当金の減少額  △534 △1,500 △26,792

４ 賞与引当金の増加額  7,439 3,783 2,219

５ 退職給付引当金の増加額  5,351 12,414 11,893

６ 役員退職慰労引当金の 
  増加(△減少)額 

 944 △9,253 △2,383

７ 受取利息及び受取配当金  △1,145 △1,142 △2,382

８ 支払利息  ― 1 ―

９ 投資有価証券評価損  8,657 ─ 16,611

10 事業譲渡益  ― △3,380 ―

11 保険解約益  △1,084 △1,147 △4,841

12 固定資産除却損  783 632 1,154

13 事業整理損失  ― ─ 22,842

14 売上債権の減少(△増加)額  33,503 119,683 △121,912

15 たな卸資産の減少 
  (△増加)額 

 △4,144 340 △3,342

16 仕入債務の減少額  △13,827 △18,164 △769

17 前受収益の減少額  △29,094 △29,171 △95,673

18 長期前受収益の増加額  42,326 118,204 80,344

19 その他(純額)  △35,633 △31,950 2,134

小計  157,427 201,798 108,353

20 利息及び配当金の受取額  1,156 1,114 2,398

21 利息の支払額  ― △14 ―

22 法人税等の支払額  △17,626 △32,997 △17,512

23 法人税等の還付額  359 ─ ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 141,315 169,901 93,239



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △100,000 △153,000 △200,000

２ 定期預金の払戻による収入  100,000 100,000 200,000

３ 有価証券の取得による支出  △124 △94 △388

４ 有形固定資産の 
  取得による支出 

 △14,962 △13,387 △29,932

５ 無形固定資産の 
  取得による支出 

 △6,165 △10,328 △16,963

６ 事業譲渡による収入  ― 51,671 ―

７ その他(純額)  16,844 2,199 5,245

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,407 △22,938 △42,039

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入  ─ 3,000 ─

２ その他(純額)  ― △1,000 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 ― 2,000 ―

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  136,908 148,963 51,200

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 1,346,476 1,397,677 1,346,476

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 1,483,385 1,546,640 1,397,677

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

  ａ 時価のあるもの 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

  ａ 時価のあるもの 

(1) 有価証券 

 ① その他有価証券 

  ａ 時価のあるもの 

      中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 ( 評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定) 

同左     期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

    ｂ 時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

  ｂ 時価のないもの 

同左 

  ｂ 時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

 ① 商品、原材料 

    総平均法による原

価法 

(2) たな卸資産 

 ① 商品、原材料 

同左 

(2) たな卸資産 

 ① 商品、原材料 

同左 

   ② 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 ② 貯蔵品 

同左 

 ② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  主として定率法による

減価償却を実施しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

５～45年

器具備品 ４～８年

(1) 有形固定資産 

  主として定率法による

減価償却を実施しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び
構築物 

５～45年

器具備品 ４～８年

(1) 有形固定資産 

  主として定率法による

減価償却を実施しており

ます。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。 

建物及び 
構築物 

５～45年

器具備品 ４～８年

  (2) 無形固定資産 

 ① 市場販売目的のソフ

トウェア 

   見込有効期間(３年

以内)における販売見

込数量を基準とした償

却額と残存有効期間に

基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大き

い額を償却しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

 ① 市場販売目的のソフ

トウェア 

同左 

(2) 無形固定資産 

 ① 市場販売目的のソフ

トウェア 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ② 自社利用目的のソフ

トウェア 

   見込利用可能期間

(５年以内)に基づく定

額法によっておりま

す。 

 ② 自社利用目的のソフ

トウェア 

同左 

 ② 自社利用目的のソフ

トウェア 

同左 

   ③ その他の無形固定資

産 

   定額法による減価償

却を実施しておりま

す。 

 ③ その他の無形固定資

産 

同左 

 ③ その他の無形固定資

産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、計上し

ております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職金支給規程に基づき、

中間期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職金支給規程に基づき、

期末要支給額の100％を

計上しております。 



  

  

会計処理の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 収益及び費用の計

上基準 

 ソフトウェア関連売上高 

(1) 製品売上高 

   出荷基準による収益

計上 

(2) メンテナンス売上高 

   期間の経過による収

益計上 

同左 同左 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮受消費税等と仮

払消費税等の中間会計期間

末残高の相殺後の金額は、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

900,936千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

616,009千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

618,090千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

――――― 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとお

りであります。 

担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

現金及び預金 3,000千円

短期借入金 3,000千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なも

の 

受取利息 374千円

保険解約益 1,084千円

※１ 営業外収益のうち重要なも

の 

受取利息 894千円

保険解約益 1,147千円

※１ 営業外収益のうち重要なも

の 

受取利息 1,737千円

保険解約益 4,841千円

※２ 営業外費用のうち重要なも

の 

――――― 

※２ 営業外費用のうち重要なも

の 

支払利息 1千円

※２ 営業外費用のうち重要なも

の 

――――― 

※３ 特別利益 

貸倒引当金 
戻入益 

534千円

※３ 特別利益 

貸倒引当金
戻入益 

1,500千円

事業譲渡益 3,380千円

※３ 特別利益 

――――― 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産 
除売却損 

783千円

投資有価証券 
評価損 

8,657千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
除売却損 

632千円

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産
除売却損 

1,154千円

投資有価証券 
評価損 

16,611千円

事業整理損失 22,842千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 28,589千円

無形固定資産 44,954千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 18,454千円

無形固定資産 32,807千円

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 59,351千円

無形固定資産 86,314千円



  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,583,385千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△100,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,483,385千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,699,640千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△153,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,546,640千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 1,497,677千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△100,000千円

現金及び
現金同等物 

1,397,677千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 5,356 446 4,910

合計 5,356 446 4,910

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 5,356 1,785 3,571

合計 5,356 1,785 3,571

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

器具備品 5,356 1,116 4,240 

合計 5,356 1,116 4,240 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  １年内 1,339千円

  １年超 3,571 

  合計 4,910 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  １年内 1,339千円

  １年超 2,232 

  合計 3,571 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

  １年内 1,339千円

  １年超 2,901 

  合計 4,240 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額 

  支払リース料 446千円

  減価償却費相当額 446 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額 

  支払リース料 669千円

  減価償却費相当額 669 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額 

  支払リース料 1,116千円

  減価償却費相当額 1,116 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年９月30日) 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額(平成16年９月30日) 

  その他有価証券 

  

当中間会計期間 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年９月30日) 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額(平成17年９月30日) 

  その他有価証券 

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの 

 

 株式 5,226 4,870 △356

合計 5,226 4,870 △356

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,409,128千円

キャッシュ・リザーブド・ファンド 800,035千円

公社債投資信託 381,757千円

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

 

 株式 6,276 10,820 4,543

 債券 
  その他 382,055 382,231 
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小計 388,331 393,051 4,719

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの 

 

 債券 
  その他 1,500,000 1,498,199 

 
△1,800 

小計 1,500,000 1,498,199 △1,800

合計 1,888,331 1,891,251 2,919

キャッシュ・リザーブド・ファンド 709,224千円



前事業年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  その他有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

 

 株式 6,276 10,270 3,993

合計 6,276 10,270 3,993

キャッシュ・マネージメント・ファンド 1,009,164千円

キャッシュ・リザーブ・ファンド 300,043千円

公社債投資信託 381,977千円

短期公社債ファンド 900,000千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益(△損失)の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項は、ありません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 463円51銭 421円39銭 465円12銭

１株当たり中間(当期) 
純利益(△損失) 

6円07銭 △43円57銭 7円36銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、１株当たり中間純損失

であるため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(△損失)
(千円) 

50,116 △359,802 60,777

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ─ ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(△損失)(千円) 

50,116 △359,802 60,777

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

8,257 8,257 8,257

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株予約権 

これらの詳細は、第４
提出会社の状況  １
株式 等 の 状 況  (2)
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

１種類 50,000株
新株予約権

これらの詳細は、第４
提出会社の状況  １
株式 等 の 状 況  (2)
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

１種類 50,000株
新株予約権 

これらの詳細は、第４
提出会社の状況  １
株式 等 の 状 況  (2)
「新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

１種類 50,000株

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

開示すべき事項はありません。 

  

同左 同左 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第21期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

株 式 会 社 ビ ー イ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーイング

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ビーイングの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 美 若 晃 伸 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 ビ ー イ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーイング

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ビーイングの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 内 茂 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 美 若 晃 伸 
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